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第 5章震災復興政策の成熟にむけて

—社会サービスとすまい政策のリンクー

松原一郎

1 . はじめに

阪神・淡路大震災からの10年間の復興過程における福祉行政分野の動向を記述し、さら

にそこから明らかになってきたこれからの方向性や課題について、『阪神・淡路大震災復

興誌 第9巻』に「創造的福祉復興の10年を振り返って」の論題の下、論及した2¥

その論文において、第 1部においては、少子・超高齢社会における本格的な生活復興の

とりわけ、被災高齢者の見守り体制の整備や自立支援への取り組みを概観し、筆者の関わ

った10年の検証をも加えて記述した。さらに後半部において、従来の福祉分野別（高齢者

福祉、児童福祉、障害者福祉等）の動向を簡潔に図示し、県政における福祉分野の10年間

の動向レビューを行った。

また、第2部では、福祉サービス単体ではなく、すまい施策とまちづくり（コミュニテ

ィ）施策とのリンクの重要性が復興過程で明らかになってきたように「自立と共生のすま

い」を目指した集合居住の形態を提言し、それがまさしく、震災復興政策の成熟だととら

え、共同研究の成果として公表した。当稿は、第2部の要旨をとりまとめたものである。

2. 個人化するライフスタイル

従来の住宅政策は、両親とふたりの子どもといった家族構成を標準的な世帯として展開

されることが多かったと言える。家族規模や続柄の構成など、家族構成は今、大きく変化

しつつあり、家族の形態も多様化している。「標準的な世帯」とは何かをイメージするの

さえ、むずかしい。

少子・高齢社会の進展の中、平均世帯人員は2.67人（平成12年）となり、世帯構成割合も、

いわゆる核家族世帯（夫婦のみの世帯、夫婦と未婚の子のみの世帯、片親と未婚の子のみ

の世帯）が59.2%、単独世帯が24.1%、三世代世帯が10.6%となっており、世帯の単身化

には目を見張るものがある。

とりわけ65歳以上の家族類型別の憔帯割合に着目すると、三世代世帯が54.4%(昭和50

2)松原一郎 「創造的福祉復興の10年を振り返って」（第一部 総論一復興10年目の総括、第四章福祉）、「阪神・

淡路大震災復興誌 第9巻 2003年度版」（財）阪神・淡路大震災記念協会、 2005.p91-115. 

-180-



〈成熟〉概念の社会学的研究（岩見• 関口•松原・山本）

年）から24.1% (平成15年）へ大きく減少し、夫婦のみの世帯が13.1%から28.1%への増加、

また、単独世帯にいたっては、 8.6%から19.7%へと大きく倍増している。高齢者は、一人

もしくは夫婦二人で住むというパターンが伸張しており、約 1割が施設や病院に入ってい

るものの、多くは一般の住宅に住んでいるのが現状である。

一方、若年層や中年世代においては、専業主婦という概念が薄くなり、女性の労働力化

や趣味・社会活動を含めた社会進出に伴い、子育てニーズの多様化・深刻化が見うけられ

る。個々のくらしに生じたニーズを充足する社会サービスヘの期待が近年大きく膨らんで

きている。多様な個人のライフスタイルを全うできるように支援するサービスの登場と供

給が希求されていると言えよう。

個人の自由な生き方を可能にするようなさまざまなくらしに関連するサービスの存在が

求められ、市場や公的セクター（行政）のみならず、インフォーマル・セクター（家族・

友人・近隣）の復活や、NPOの躍進に見られるような民間非営利セクター（ボランタリー・

セクター）の台頭が、個人化するライフスタイルを支える図式としてとらえられよう。

多様なライフスタイルを主張しだした市民は、当然のことながら、同時に多様なすまい

方を必要とする。多様で一見、個々のニーズに沿ってバラバラなすまい方であっても、そ

こには、二つの基本となる原則が、住宅政策として必要である。一つは、社会サービスと

の連携であり、もう一つは、社会共同性を創出するすまいのしかけである。

3 . 社会サービスのリンク

ところで、日本人の平均寿命は、女性が85.3歳、男性が78.4歳であり（平成15年）、超高

齢社会の展開は目ざましく、老年人口の割合が2015年には、 25%台に達すると見込まれて

いる。みんなが超高齢になる社会を日本が人類史上はじめて迎えるのであり、そんな時代

において、どのようなすまい方が望ましく、どのようなまちづくりが可能なのか、おそら

くお手本のないままに手さぐりの試行錯誤を続けていかねばならない。とはいえ、高齢期

のすまいに、家賃やADL(日常生活動作）の不自由等多くの人々が不安をいだいており、

早急な対応が必要なことは言うまでもない。

高齢化のもう一つの側面である少子化について見ても、居住環境と少子化や、育児のプ

ロセスにおける孤立化など社会・経済的要件と住宅の要件は不可分に結びついている。上

述してきたように、どの世代・どの階層においても、すまい方の個人化の進行という傾向

は否定できない。家族同士の支えあいや近隣同士のサポートがあまり期待できない状況で

あるならば、個々人の住宅の中でくらしを支える、多様なサービスが要請されても何ら不
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思議ではない。むしろ、自らの意思決定で在宅生活を継続し、社会サービスを選択しつつ、

自らのくらしやすさ (QOL=生活の質）を追求するライフスタイルを今後の住宅政策の

大前提とすべきではないだろうか。

それゆえに、第一の原則である、社会サービスのすまいへのリンクが重要になってくる。

その際、とりわけ集合居住は社会サービスの効率的、効果的な提供が可能であり、新た

なコミュニティ形成も期待される。これまでにも、シルバーハウジングや高齢認知症者向

けグループホーム型市営住宅などで、集合居住と社会サービスの連携が図られてきた。

今後も、公民の住宅において、さまざまな暮らし方や求められる社会サービスに配慮し

た総合的な取り組みが必要であり、たとえば高齢者に健常期から要介護期を経て終末期ま

での在宅生活を可能にする継続的な居住サービスを提供するといったスタンスが求められ

る。

社会サービスと連携した住宅政策の展開にあたっては、暮らしの中心となる「住宅」の

中で、「所得保障」「雇用」「教育」「保健・医療」「福祉」等の従来タテ割りで提供されて

きた暮らしを支える様々なサービスを、市民が安全で安心して暮らしていくことをヨコつ

なぎで支援するという視点へのシフトが必要となる。あわせて市民のニーズ、身体状況お

よび生活状況等に応じすまいやサービスが選択できるということも重要になってくる。

今後、行政は、公的主体を含めた多様な主体の参画を求めながら、多様なすまいやサー

ビスが提供される環境を整えるとともに、市民が暮らし方やニーズに応じて選択できる仕

組みづくりに重点を置いて取り組まなければならない。

4 . 集合居住が一つの資源

ここまでを要約しかつ一歩踏み出して発言すると、ライフスタイルの変化は、従来、共

同体として機能してきた家族や地域の繋がりが薄れて、人々が「個」化しつつあることを

うかがわせ、いずれ育児や介護は家族単位や地域では、ますます支えられなくなることが

予想される。今後、ライフスタイルの個人化、住まい方の多様化がより一層進む中で、こ

れからの住宅政策を展開するにあたり、個人や世帯の社会的孤立がどの世代にも共通に起

こりうるという認識が必要となる。

このため、街区・地域や共同住宅で集まって住まうという集合居住自体を「社会資源」

として捉え、その中で「個」を確立し、さらに「個」相互の「共振」により「共生」を紡

ぎだすといった視点が重要である。無論、育児や介護などの中心的役割は個々の家族にあ

るが、それを住宅政策のみならず、多様な社会サービスとの連携により支援することが求
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められている。

あわせて、居住者のニーズ、身体状況及び生活状況等に応じた住まい方・暮らし方を可

能とするため、住宅とこれに関連した社会サービスが選択できる環境を整えることが重要

である。同時に、住まい方に応じて、ルールを確立し、遵守していくといった住まいに関

する包括的な仕組みづくりに取り組むことで、より豊かで質の高い、安心な暮らしが可能

となる。

社会的な孤立を防ぎ、より豊かに暮らすことを可能とするためには、生活空間や生活時

間を共にすることが大切であり、住宅の中にも、住民同士や市民との相互作用を促進する

しかけが必要となる。社会資源を共同消費する、さらに共同創出することで、生活空間や

生活時間の共有というものに実体が伴うのだ。それが一過性の相互作用からより踏み込ん

だ継続的な社会関係へと導いていく。

先述の子育てにおける孤立だけでなく、支援者のいない一人介護者、友人の訪問をうけ

ない一人暮らし高齢者、引きこもりという形で社会との接触を避ける中高年者や若者たち、

他人が声をかけることの少ない難病者や障害者、さらには不登校の子どもたちなど、私た

ちの周りには目に見えない（あるいは見ようとしない）隣人が実に多く存在している。

街区、地域単位での共生のためのシステムやスペース等を編み出し、例えば、近隣で集

まっての共同購入や会食、趣味のサークルや学び合いのボランティア活動、空き教室を活

用しての子どもとおとなのふれあい事業など、そのしかけは多岐にわたるであろう。

都市は匿名的であり、個人のスペースを保障し、いわゆるプライベートな生活を、そし

て自由を享受させてきた。他者とかかわる煩わしさから解放された反面、色々な人々と出

会う刺激や、表面的なつきあいから一皮むけた関係になることによって得られる満足感は、

よほど自ら意識し、さらに行動しなければ得にくくなってきている。インターネットやケ

ータイや電話などで接することはあっても、フェース・トゥ・フェース（対面的）で同じ

時間を共有するようなつきあいは、それも仕事上のそれでないものは、人生の栄養素であ

り醍醐味でさえなかろうか。

個人化した生活を送る一人一人が、自由と自立性を保ちつつ、他者と交わるところにこ

そ、社会生活の歓びが生まれてくるのだと信じる。

5. むすびにかえて

孤独死をはじめとして、震災を機に立ち現れた住まい方やまちづくりをめぐる問題は多

い。それらは一見、被災とそれに伴う復興過程での特別な事象だと思われがちであるが、
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社会的に孤立した生き方を送っている人たちに普遍的に生ずる問題でもある。いみじくも

神戸市の西神第7仮設住宅で、入居者の支援活動を展開してきた黒田裕子氏は、孤独死は

孤独なる生の延長上にあることを指摘したが、まさにこのような孤独な生を送り、他者と

のかかわりあいを促すことの少ないコミュニティの出現は、被災地に限られた現象ではな

い。

筆者は個化する生活が社会的孤立に容易に帰結されうるリスクを、シルバーハウジング

などに代表されるすまい方の工夫で緩和されることを強調し、かつ神戸市や兵庫県におい

て施策化してきた。その際、集合住宅や街区をハコものの集合体としてとらえるのではな

く、社会サービスとリンクし、さらに自立した個と個が関わりあう中から生まれる「共生」

のコミュニティを射程に収めてきた。

今日、政府の住宅政策の基本は、市場原理優先であり、その脈絡からは、住宅のアフォ

ーダビリティ（購買能力）によって導き出される社会・経済階層別の棲み分けが生じてい

くことが予測される。それで果たして、ソーシャル・ミックスとかミックスト・コミュニ

ティと呼ばれるような「共生」が起こりうるのか、という疑問も湧いてこよう。

これに応えて、一つは、大きな方向として大規模公営住宅のような分離型のコミュニテ

ィを是正していくことが望まれる。また、二つ目として、視点の転換があげられよう。つ

まり、社会・経済階層が高いところの人にとっても、生活課題（介護、ひきこもり、ドメ

スティック・バイオレンスなど）は必ずそこにあり、市場を通しての解決策が必ずしもあ

るわけではないとき、社会サービスのリンクと地域社会の支えあいが彼らにも等しく、重

要になるであろうということである。幸福の機会については社会的不平等はあるかもしれ

ないが、人生のしんどさに関しては、より平等的なのではないか。

すまいの安心とは、つまるところ人の目と手が入っていることであり、自分の権利が大

事なのと同じように他人の権利も大切だと認めたうえでの「共生」が目指されることであ

ろう。共生自体が、私たちの生活を下支えし、さらに豊かにしてくれる重要な社会資源で

あることを震災復興政策のさらなる成熟の原点として確認しておきたい。

-2007.1.22受稿一
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